
                                                         

ＮＴＴは、２００４年度から２０１５年度の１１年間

でナント２兆円以上の自己株取得を実施しています。 

２０１５年度も政府からの取得を中心に３３８１億

円、５１００万株を取得しています。 

年間１株当たりの配当額は２００４年度の５０円から

今年度の配当額を２００円とし、１２年間で４倍の配当

額へと引き上げられようとしています。 

一方、社員や非正規雇用の実質賃金は配当額の引き上

げに反比例して下がる一方となっています。 

また昨年から年金の報酬比例部分が６０歳になっても

もらえなくなりましたが、６０歳超え雇用を希望する全

社員が雇用されるに至っていません。 

ＮＴＴはこれまで蓄えてきた内部留保の一部と自社株

購入を減らし、その財源を使えば、社員の処遇改善、非

正規社員の正社員化や国民・利用者へのサービスの向上

が可能です。 

こうした中で、国民・利用者や労働者から、過度な株

主優先経営の転換を求める声が高まっています。 

ＮＴＴは更なる「新たなステージを目指して（中期経営戦略）」

で引き続き固定・移動アクセス系において「６０００億円以上」

のコスト削減を進めるとして、さらに労働者の賃下げと利用者

へのサービスの切り捨てを推し進めようとしています。 

こうしたコスト削減によって、保全業務や設備点検業務の「手

抜き」を引き起こし、引込電話線の「垂れ下がり放置」による

人身事故誘発など、国民の安心・安全を脅かしています。 

いま公的責務を担っているＮＴＴは、安心・安全・確実な情

報通信基盤の再構築とともに、利益を利用者・労働者に還元し

て、内需拡大や雇用の確保に充てるなど、企業の社会的責任を

果たすことが求められています。 
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①情報通信技術の進展を労働者・国民の安全・安心に結実さ

せること。②ユニバーサルサービスの策定は「公共の福祉の

増進の立場から定義し具体化すること。③東日本大震災の教

訓を生かした情報通信体制の確立を優先課題とすること。④

自国の通信主権の侵害を許さず、他国の通信主権を侵害しな

いこと。④通信政策の策定は、国民的な合意を保障した上で

進めること。 
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家庭の事情で和歌山
から通勤しているＡさ
んは、４年前の会社都合
の事務所移転で、自宅か
ら勤務場所の職場まで
毎日往復７時間３０分
の通勤を行っています。
職場の仲間に励まされ
頑張っていますが身も
心もクタクタでいつ倒
れてもおかしくない状
況です。 

ＮＴＴグループ会社では突然の雇止

めや、職場でのパワハラが原因で自主退

職に追いやられる非正規社員がいます。 

広島ではパワハラで辞めさせられた

社員が、会社記載の「自己都合による退

職」はおかしいと労基局に申し出て、労

基局が調査に入り、ハローワークが「会

社都合による退職」と認定しました。 

また、昨年5月、ＮＴＴファイナンス

では組合員（契約社員甲）がパワハラと

一方的な「雇止め」を受け、労働審判の

申立を行い、パワハラ職場の改善と雇用

確保を求めてたたかい、和解を勝ち取っ

ています。 
ＮＴＴグループ会社では、こうしたパ

ワハラが横行し退職強要や人権無視が

行われており、決して許されるものでは

ありません。 

一昨年４月に「50歳退職・再雇用」制度が

なくなり、地元の職場で働けるようになった

にもかかわらず、50歳からの賃下げ再雇用に

応じなかった社員に対する報復・見せしめの

遠隔地配転が続けられています。 

一人当たり100万円以上の通勤費をいまだ

支払い続けており、関西のある1つの事業所だ

けでも10数人が遠隔地配転され、この６年間

に１億円近い通勤定期代が支払われていま

す。このような無駄な経費の支出は一刻も早

くやめ、地元のＮＴＴの職場へ戻すべきです。 

ＮＴＴ西日本グループ会社は、光コラ

ボ業務量変動に関連して、廃止等となる

拠点に所属する、有期雇用社員への再雇

用の斡旋を行うとする一方、「雇用契約

締結の際に予め契約業務の終了をもっ

て雇用更新を行わない」とする雇用契約

を締結している場合は対象外としてい

ます。 

また、今年４月で雇用更新を迎えた有

期雇用社員の多くは「組織の再編成・拠

点集約等により従事業務が無くなる場

合」の一文が説明も無く一方的に追加さ

れており、会社説明では再雇用の対象と

なっていますが、再雇用契約をすれば、

雇用期間は３年が限度とされており、期

間満了により強制「解雇」となってしま

います。 

今後、ＮＴＴは直接雇用から派遣労働

者への置き換え進めようとしています。 

通信労組は「ブラック企業ＮＴＴ」に

抗議し、正社員で雇用することを強く求

めるものです。 

九州から関西へ 単身赴任費用（年額） 

単身赴任手当  36万円 

帰省旅費14回 約70万円 
 

新幹線利用の通勤費  大阪⇔愛知（年額） 

  約180万円 
 

 配転期間は10年間にも及びます。 

■家（5時出勤） 
 JR御坊 
  ↓  
 JR和歌山 
  ↓ 
 JR天王寺 
  ↓ 
 JR京橋 
  ↓ 
 京阪京橋 
  ↓ 
 京阪寝屋川 
■職場到着 
 (８時45分) 
片道 
３時間45分 


